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地方消費者行政に対する財政支援の拡充等を求める意見書 

 

消費生活相談体制の整備等の地方消費者行政の充実及び強化については，国の地方消費者行

政推進交付金制度によって一定の前進が図られてきましたが，同制度は平成30年度から地方消

費者行政強化交付金制度に統合されるとともに，予算額が削減されました。国の平成30年度当

初予算では，地方消費者行政強化交付金として24億円が計上されていますが，これは平成29年

度における地方消費者行政推進交付金の予算総額である42億円を大きく下回っており，地方の

要請に国は応えていません。 

高齢化の進展，成年年齢の引下げ等社会環境が変化する中，消費生活相談体制の拡充，消費

者への教育及び啓発の充実，地域における見守りネットワークの構築等の地方消費者行政の更

なる推進が求められているにもかかわらず，国の予算が減額されたことにより，地方消費者行

政の後退が懸念されます。 

さらに，地方における消費者行政の機能強化の遅れは，消費者庁に地方支分部局がないこと

とあいまって，消費者被害情報の収集及び分析，関係法律の執行，消費者被害防止のための広

報啓発等の国における消費者行政に悪影響を及ぼすおそれがあります。 

また，地方公共団体は，消費者から消費生活相談を受け，当該相談情報を全国消費生活情報

ネットワークシステムに登録するとともに，違法業者に対して行政処分を行っており，その効

果は，当該地方公共団体の消費者のみならず，関係法律の執行，情報提供等を通して国の消費

者行政にも及んでいることから，国からの恒久的な財政措置が望まれます。 

よって，福岡市議会は，国会及び政府が，次の事項を実現されるよう強く要請します。 

１ 平成31年度における地方消費者行政に係る交付金制度の予算額について，少なくとも平成

29年度予算総額と同等の額を確保すること。 

２ 平成30年度の地方消費者行政に係る交付金制度の予算額の減額が地方公共団体に与えた影

響の詳細を把握すること。 

３ 地方公共団体が行う消費生活相談，行政処分等の地方消費者行政に係る事務費用に対する

恒久的な財政措置について検討すること。 

４ 消費者行政の機能強化を図るため，国と地方との連携を強化する仕組みを構築すること。 

以上，地方自治法第99条の規定により意見書を提出します。 

平成 年 月 日 

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣，総務大臣，財務大臣， 

内閣府特命担当大臣（消費者及び食品安全） 宛て 

議 長 名 


